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はじめに

　薬剤耐性 （Antimicrobial Resistance 以下、AMR） 

対策の重要性が世界的に注目される中、日本政府は
2016 年に薬剤耐性 （AMR） 対策アクションプラン 

（2016-2020）1）を発表した。開発途上国を含めた市中
での AMR の広がりや畜産・環境など様々な分野へ
の影響が明らかとなってきたことから、長く院内感
染対策の一環として行われてきた AMR 対策が公衆
衛生の問題として捉えられるようになったのである。
　アクションプランは 6 分野で構成されており、そ
れぞれに目標が掲げられるとともに具体的な方策が
記載されている （表 1）。このアクションプランには
2 つの大きな特徴がある。まず、ヒトの健康を守る
ために動物、環境などさまざまな分野と協働する必
要があるというワンヘルス・アプローチの概念が明
記されたことである。家畜や愛玩動物への抗菌薬の
投与や、環境への抗菌薬および薬剤耐性菌の拡散な

ど、ヒトの医療分野だけで対応しても AMR 対策は
難しい。そこで分野を超えて取り組んでいこうとい
うわけである。もうひとつの大きな特徴は、数値目
標 （成果指標） が設定されていることである （表 2）。
ヒト分野では、主な細菌の薬剤耐性率と医療現場に
おける抗菌薬の使用量の目標がそれぞれ設定されて
いる。アクションプラン全体が 71 ページにおよぶ中
で成果指標が記載されているのは 2 ページのみであ
り、アクションプランを評価するには、成果指標だ
けではなく、それぞれの分野で目指したことがどの
程度達成されたのかを合わせてみていく必要がある。
　アクションプランは 2016 年から 2020 年までの 5

か年計画であり、2021 年度以降は次期アクション
プランのもとで AMR 対策を継続することとされて
いた。しかし、新型コロナウイルス感染症 （以下、
COVID-19） パンデミックの影響で次期アクション
プランの策定が遅れ、本稿執筆時点 （2021 年 8 月） 

ではその内容はまだ明らかになっていない。本稿で
はアクションプランによって得られた成果を振り返
るとともに、今後の見通しについて解説する。

Ⅰ. 普及啓発・教育

　AMR 対策には医療関係者 （とくに抗菌薬を処方
する医師） と一般市民を対象とした普及啓発が必須
である。AMR 対策全般の普及啓発は内閣官房が担
当しており、薬剤耐性 （AMR） 対策推進国民啓発会
議の開催と薬剤耐性 （AMR） 対策普及啓発活動表彰
を行ってきた 2）が、2020 年度以降は COVID-19 流
行の影響で中止となっている。なお、表彰された活
動は AMR 臨床リファレンスセンターによる取材記
事に詳しく紹介されている 3）。
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表 1  薬剤耐性（AMR）対策の 6 分野と目標

分野 目標

1 普及啓発・教育 国民の薬剤耐性に関する知識や理解を深
め、専門職等への教育・研修を推進する

2 動向調査・監視
薬剤耐性及び抗微生物剤の使用量を継続
的に監視し、薬剤耐性の変化や拡大の予兆
を適確に把握する

3 感染予防・管理 適切な感染予防・管理の実践により、薬剤
耐性微生物の拡大を阻止する

4 抗微生物剤の
適正使用

医療、畜水産等の分野における抗微生物剤
の適正な使用を推進する

5 研究開発・創薬
薬剤耐性の研究や、薬剤耐性微生物に対
する予防・診断・治療手段を確保するため
の研究開発を推進する

6 国際協力 国際的視野で多分野と協働し、薬剤耐性対
策を推進する

薬剤耐性（AMR）対策アクションプラン（2016 -2020）より
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　医療分野に関する教育啓発活動は国立国際医療研
究センター病院に設置された AMR 臨床リファレン
スセンターも行っている。AMR 対策を医療従事者
に周知するためのセミナーや e ラーニング 4）を行う
とともに、AMR 対策関連のポスターやリーフレッ
ト、抗微生物薬適正使用の手引きダイジェスト版を
全国の医療機関に提供するなどしている。一般向け
の活動としてはウェブサイトを通じた情報発信 5）や
啓発月間 （毎年 11 月） のイベント 6）、メディア向け
の情報提供活動などを行っている。
　これらの公的な活動の他にも、多くの職能団体や
学会などが AMR 対策の啓発に取り組んでいる 2）。
これらの活動に伴って AMR 対策がメディアに取り
上げられる機会はアクションプラン以前よりも多く
なった。
　全国の診療所で働く医師を対象とした抗菌薬管理
に対するアンケート調査では、医師の意識は全般に
高いことが示されており 7）、各種の啓発活動は抗菌
薬適正使用の推進につながっていると考えられる。
一方、一般市民には AMR 対策の重要性が十分には
知られておらず 8）、抗菌薬に関する理解はここ数年
でほとんど変化していない （表 3）。医療の専門家や
公的なウェブサイトなど信頼できるリソースから情
報を得ることが意識や行動の変化につながるため 9）、

医療従事者が積極的に市民にアプローチし取り組ん
でいくことも重要である。

Ⅱ. 動向調査・監視

　AMR 対策を進めるには薬剤耐性菌と抗菌薬使用
量のサーベイランスが必須である。臨床現場では抗
菌薬の不適切な使用が少なからず生じており10, 11）、
抗菌薬適正使用を進めることは抗菌薬の使用量減少
につながると考えられる。
　日本では厚生労働省院内感染対策サーベイランス 

（以下、JANIS） 検査部門が薬剤耐性菌のサーベイラ
ンスを行い、その結果はアクションプランの成果指
標設定にも用いられている。2019 年の年報による

表 2  アクションプラン数値目標のまとめ

指標微生物の薬剤耐性率
指標 2013年 2020年（目標値）

医
療
分
野

肺炎球菌のペニシリン非感受性率 47.40％ 15％以下
大腸菌のフルオロキノロン耐性率 35.50％ 25％以下
黄色ブドウ球菌のメチシリン耐性率 51.10％ 20％以下
緑膿菌のカルバペネム耐性率 17.10％ 10％以下
大腸菌・肺炎桿菌のカルバペネム耐性率 0.1- 0.3％ 0.2％以下（同水準）

抗微生物剤の使用量（人口千人あたりの一日抗菌薬使用量）
指標 2013年 2020年（目標値）

全体 14.91 2/3以下（2013年比）
経口セファロスポリン、フルオロキノロン、マクロライド それぞれ3.91, 2.83, 4.83 半減（2013年比）
静注抗菌薬使用量 0.96 20％減（2013年比）

過去の数値は薬剤耐性ワンヘルス動向調査年次報告書2020、目標値は薬剤耐性（AMR）対策アクションプラン（2016-2020）より

表 3   一般市民の抗菌薬についての理解：かぜやインフル
エンザに抗生物質は効果的でないと正答した割合

調査時期 対象者数 正答（効果的でない）
を選択した割合

2017年3月1 3,390名 24.60％
2018年2月2 3,192名 22.10％
2019年9月3 3,218名 22.70％
2020年9月4 3,200名 23.10％

すべてインターネット調査で行われた意識調査結果
1. Kamata K, Tokuda Y, Gu Y et al. PLoS One. 2018; 13（11）: e0207017.
2,3,4. 厚生労働科学研究費補助金「薬剤耐性（AMR）対策アクションプランの
実行に関する研究」
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と同年の集計対象医療機関数は 2,075 医療機関であ
り、国内 8,372 医療機関の 24.8％を占めている 12）。
アクションプランが始まって以降、外来データの集
計、200 床以上と未満に分けた集計、さらに都道府
県別の集計が公開されており、自らの地域や施設の
状況を検討するための基礎データが揃いつつある 12）。
ただし、JANIS のデータには臨床情報が含まれてい
ないため、感染症の起因菌だけでなく保菌状態の細
菌の検査結果が含まれている点には注意が必要で
ある。
　法律に基づいた薬剤耐性菌サーベイランスとし
て、感染症法に基づく発生動向調査事業がある。薬
剤耐性菌による感染症は 4 種類が全数把握、3 種類
が基幹定点把握の対象となっているが、この届出は
発症者が対象となっており、いわゆる保菌状態は対
象とはならない。この発生動向は、国立感染症研究
所が集計結果を公開しており、臨床情報を含めた評
価が行われている 13）。
　抗菌薬使用量の全国サーベイランスは、AMR 臨床
リファレンスセンターが中心となって行われている。
販売量に基づいて見ていく手法と、保険診療のデー
タであるレセプト情報・特定健診等情報データベー
ス （National Data Base: NDB） による方法とがあり、
それぞれを用いた集計結果が公表されている 14）。
　ワンヘルス・アプローチの観点からは、ヒト領域
に加え動物や環境に関連したデータを合わせて検討
していく必要があり、 「薬剤耐性 （AMR） ワンヘルス
動向調査年次報告書」 が毎年公表されている 1）。報
告書の一部はグラフや表の形でダウンロード用デー
タとともに公開されている 15）。さらに、この報告書
に掲載されていないデータを含めて集約し、閲覧者
が見たい情報を選択できる、薬剤耐性 （AMR） ワン
ヘルスプラットフォームも公開されている 16）。
　アクションプラン以前と比べ、AMR 対策に必要
なサーベイランスが整備されるとともに、これまで
別々に扱われていた各種サーベイランス結果を同じ
仕様で確認できるようになった。これらはアクショ
ンプランに基づく大きな進歩と言える。これらをど

のように活かして効果的な対策につなげていくかが
今後の課題である。

Ⅲ. 感染予防・管理

　日本における AMR 対策は、長く院内感染対策の
一環として行われてきた 17）。1990 年代以降、厚生
労働省からの通知を中心にエビデンスに基づいた対
策の普及や感染制御チーム （Infection Control Team, 

ICT） 活動、医療機関の連携が進められ、2014 年の
通知では AMR に対する基本的な考え方が示されて
感染制御の組織化と地域連携が進められてきた。医
療機関は薬剤耐性菌が発生し広がる場として引き続
き重要であり、その感染予防・管理の重要性は言う
までもない。
　アクションプラン策定に伴う取り組みの中で新た
に開発されたのが感染対策連携共通プラットフォー
ム （Japan Surveillance for Infection Prevention and 

Healthcare Epidemiology: 以下、J-SIPHE）である18）。
これは医療関連感染や薬剤耐性菌の発生状況、抗菌
薬の使用状況など、感染対策に関連した情報を集約
し、各医療機関の対策や地域連携の推進に活かして
いくことを目的としている。ウェブベースで入力 

（一部は半自動化） してベンチマークとの差や経時
的な変化を確認することができ、さらに、グループ
を作って各医療機関の状況を比較することができ
る。J-SIPHE を活用することで、データ収集と整理
の省力化を図ることが可能というわけである。年報
の形で参加医療機関のデータがまとめられており、
日本のベンチマークを提供するシステムとなってい
くことも期待される。

Ⅳ. 抗微生物剤の適正使用

　抗菌薬を適切に用いて薬剤耐性を誘導する機会を
最小限に抑えることは AMR 対策の基本的な方策の
ひとつである。多職種による抗菌薬適正使用支援
チ ー ム （Antimicrobial Stewardship Team: 以 下、 
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AST） が多くの病院で設置されており、2018 年以降
は診療報酬でも評価されている。AST の活動内容
としては、感染症治療の早期モニタリングとフィー
ドバック、抗菌薬使用の事前承認制、各施設の治療
ガイドライン策定などが有効とされている 19 ～ 21）。国
内の医療機関からすでに複数の報告があり 22 ～ 24）、今
後さらに様々な取り組みが進むことが期待される。
　日本では抗菌薬の多くが外来診療で処方されてい
る 25）。その半分以上が本来抗菌薬の不要な病態に対
する処方であり、抗菌薬の必要な病態であっても必
ずしも第一選択薬が用いられていない 26）。別の報告
では、明らかな細菌感染症を除いた非細菌性急性気
道感染症による受診例の 30％前後で抗菌薬が処方
されている 11）。このような背景を踏まえ、外来での
抗菌薬適正使用を通じた抗菌薬使用量削減はアク
ションプランにおいても重要課題となっている。
　厚生労働省は 2017 年に 「抗微生物薬適正使用の
手引き第一版」 を発表した 1）。これは基礎疾患のな
い学童期以降の小児と成人を対象に、外来での急性
気道感染症と急性下痢症に対する抗菌薬治療の必要
性の判断と抗菌薬の選択について解説したものであ

る。この手引きは急性気道感染症診療の考え方や説
明のポイントなど、単に薬の使い方にとどまらない
充実した記載となっている。さらに、2019 年 12 月
には乳幼児編が加わった第二版が発表された 1）。こ
れらはダイジェスト版も作成されている 27）。日本感
染症学会は 「気道感染症の抗菌薬適正使用に関する
提言」 を発表し、基礎疾患をもつ患者への外来抗菌
薬使用を解説している 28）。
　国内の抗菌薬使用量はアクションプラン開始以
降、経口抗菌薬を中心に徐々に減少し、2020 年に
は一気に減少した （図 1）14）。2020 年は COVID-19 パ
ンデミックの影響が大きいと考えられるものの、多
くの医師が外来診療を中心に抗菌薬の使い方を見直
しているものと推測される。今後は抗菌薬の使用量
を指標とするだけではなく、適切さを評価しながら
抗菌薬適正使用を推進していくことが課題である。

Ⅴ. 研究開発・創薬

　AMR に対抗していくには新規抗菌薬や新たな発
想の治療薬を開発していく必要がある。各国政府や

図 1 全国抗菌薬販売量の推移（2013 -2020年）
2013-2020　全国抗菌薬販売量サーベイランス（http://amrcrc.ncgm.go.jp/surveillance/020/sales2021.4.pdf）
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（図 1 は巻末にカラーで掲載しています）
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国際機関が研究開発に資金を投入しているものの、
開発のコストに見合わないのが現状であり、AMR

の広がりに見合うだけの開発がなされていない。そ
のため、開発後に投資資金を回収できる仕組みの必
要性が指摘されている 29）。その一環として英国は定
期定額購買制度 （Subscription Model） を試験的に導
入しており、その効果が注目される 30）。新たな抗菌
薬の開発は以前よりはやや進んでいる 31）ものの、
ビジネスモデルの変革と合わせて推進していく必要
がある。
　現在、臨床現場で用いられている抗菌薬の安定供
給も重要な課題である。2019 年にはセファゾリン 

（第 1 世代セファロスポリン系） の供給障害が発生
し、他の抗菌薬の需要が急増し抗菌薬の供給不安が
生じた 32,33）。現行の抗菌薬は多くがジェネリック薬
となっており、原薬製造を海外に依存している。厚
生労働省は検討会議を立ち上げ、抗菌薬に限らず安
定供給が必要な医薬品のリストを作成して対策を講
じていく方針を打ち出した 34）。また、β-ラクタム
系抗菌薬については、国内生産の再開を目指す方針
となっている 35）。これらの動きが抗菌薬の安定供給
につながることが期待される。

Ⅵ. 国際協力

　AMR 対策は言うまでもなく国際的な重要課題で
ある。現在は COVID-19 パンデミックによって人の
行き来が少なくなっているが、パンデミック後には再
び AMR の国境を越えた広がりが注目されるものと
思われる。日本が国際機関や先進諸国と最新情報を
共有したり開発途上国での対策を推進したりするこ
とで国内の対策にも良い影響が及ぶと期待される。
　厚生労働省が主催し 2017 年以降 3 回開催された
AMR ワンヘルス東京会議では、日本が WHO 西太
平洋地域事務局と協力してアジア太平洋地域の
AMR 対策を推進し、各国の取り組みを積極的に支
援する方針が示された 36 ～ 38）。その成果が得られる
にはまだ時間がかかると思われるものの、今後の幅

広い取り組みにつながっていくことが期待される。

Ⅶ. アクションプランの数値目標は
達成されたのか

　アクションプランの数値目標の達成状況を表 4 に
示す。2019 年の段階では肺炎球菌のペニシリン非
感受性率、黄色ブドウ球菌のメチシリン耐性率、緑
膿菌のカルバペネム耐性率は低下傾向にあるものの
目標値には遠い状況となっている。一方、大腸菌・
肺炎桿菌のカルバペネム耐性率は横ばいからやや増
加、大腸菌のフルオロキノロン耐性率は明らかに増
加している。腸内細菌目細菌の耐性化は世界的に問
題となっているところであり、日本でもこの 5 年間
の対策にも関わらず耐性化が進行していることに危
機感をもって取り組む必要がある。
　アクションプラン開始以降、抗菌薬使用量は徐々に
減少していたが、2020 年には一気に減少した （図 1）。
その結果、抗菌薬使用量全体および経口セファロス
ポリン系、フルオロキノロン系、マクロライド系の
減少は、目標値には届かないものの近いレベルに到
達している （表 4）。ただし、2020 年は COVID-19

パンデミックの影響で受診控えが生じたり、呼吸器
感染症の動向に変化が生じたりした影響があると考
えられ、今後リバウンドが生じることも予想される。
抗菌薬適正使用の推進を継続しながら経過を追う必
要がある。
　以上のように、アクションプランの数値目標はほ
ぼ達成されていないのが現状であるが、目標値に近
づいている指標も多く、アクションプランの成果が
ある程度はみられているとして差し支えないと考え
られる。

Ⅷ. アクションプランと AMR 対策の今後

　AMR 対策はアクションプラン策定前と比べて大
きく進み、対策の基礎となるサーベイランスの仕組
みも充実したものとなった。本稿ではヒトの医療分
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野を中心に記載したが、動物や環境の分野でもさま
ざまな対策が進められている。アクションプランに
基づいて行われた諸活動を振り返り、成果指標の達
成度と合わせて評価し、今後の活動につなげていく
ことが求められる。
　日本政府は健康・医療戦略 （第 2 期） の中で 2021

年以降の次期アクションプラン策定の方針を示して
いる 39）。次期アクションプランの策定にあたっては
成果指標の選定を丁寧に行う必要がある。たとえば、
抗菌薬使用量全体を単純に減らし続ければよいわけ
ではない。抗菌薬の適切な使用まで減ってしまって
はかえって治療成績が悪くなる恐れがあるからであ
る。そこで、日本国内の報告を踏まえ、不適切な抗
菌薬使用に絞った指標を設定することが考えられる。
また、微生物の薬剤耐性率が下がることは好ましい
ことではあるが、その微生物による感染症の絶対数
が増加すれば耐性率の低下は帳消しになる。例えば、
薬剤耐性菌による菌血症の症例数といった指標を設
定できれば、臨床的、公衆衛生的により意義の大き

なものとなるだろう。日本では MRSA 菌血症とキノ
ロン耐性大腸菌菌血症による死亡者が年間 8,000 人
を超えるとの報告 40）があり、他の菌血症を含めて
も MRSA と耐性大腸菌の疾病負荷が大きい 41）。持
続可能な開発目標 （Sustainable Development Goals: 

SDGs） のグローバル指標 （3.d.2）42）には MRSA 菌血
症と第 3 世代セファロスポリン耐性大腸菌菌血症を
減らすことが加えられており、これを成果指標に設
定することも考えられる。
　ここ数年で抗菌薬適正使用の意識が高まり、
COVID-19 パンデミックを通じて医療現場での感染
予防策や地域連携の重要性があらためて認識され
た。次期アクションプランではこれまでの方向性が
維持されるともに、新たな指標に基づいた施策が進
められることになると予想される。さらに、ワンヘ
ルス・アプローチとして動物や環境分野での取り組
みが一層推進され、抗菌薬安定供給など新たな課題
も加えられるものと思われる。
　AMR 対策は長期間の取り組みを要する重要な

表 4  アクションプラン数値目標の達成度

指標微生物の薬剤耐性率
指標 2013年1 2019年2 目標値3

医
療
分
野

肺炎球菌のペニシリン非感受性率 47.40％ 32％ 15％以下
大腸菌のフルオロキノロン耐性率 35.50％ 41％ 25％以下
黄色ブドウ球菌のメチシリン耐性率 51.10％ 48％ 20％以下
緑膿菌のカルバペネム耐性率 17.10％ 16％ 10％以下
大腸菌・肺炎桿菌のカルバペネム耐性率 0.1-0.3％ 0.1-0.4％ 0.2％以下（同水準）

抗微生物剤の使用量「人口千人あたりの一日抗菌薬使用量（DDDs）」
指標 2013年1 2020年（2013年比）4 目標値3

全体 14.91 28.9％減 2/3以下（2013年比）

経口セファロスポリン、フルオロキノロン、
マクロライド

それぞれ
3.91,
2.83,
4.83

経口セファロスポリン
42.8％減

半減（2013年比）経口フルオロキノロン
41.5％減

経口マクロライド 
39.5％減

静注抗菌薬使用量 0.96 2.7％減 20％減（2013年比）
1. 薬剤耐性ワンヘルス動向調査年次報告書2020
2. JANIS検査部門公開情報（入院検体）
3. 薬剤耐性（AMR）対策アクションプラン（2016-2020）
4. AMR臨床リファレンスセンター全国抗菌薬販売量サーベイランス
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テーマであり、国際的には 2030 年を目標とする SDGs

と連携して取り組む必要性が強調されている 40）。国
内においても、AMR 対策の強化はよりよい感染症
対策や医療安全対策とつながるものであり、長く取
り組むべき重要課題である。これまでの成果や課題、
強化の必要な分野などを点検し、発展的な取り組み
としていくことが望まれる。
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基礎・臨床の両面からみた耐性菌の現状と対策  7　
「薬剤耐性（AMR）対策アクションプラン（2016-2020）の成果と今後の見通し」　　  具　芳明


